
 参考資料②  

 

図書館の設置及び運営上の望ましい基準 

（平成 24年 12月 19日文部科学省告示第 172号） 

 

第二 公立図書館 

一 市町村立図書館 

１ 管理運営 

（一）基本的運営方針及び事業計画 

 

１ 市町村立図書館は、その設置の目的を踏まえ、社会の変化や地域の実情に

応じ、当該図書館の事業の実施等に関する基本的な運営の方針（以下「基本的

運営方針」という。）を策定し、公表するよう努めるものとする。 

２ 市町村立図書館は、基本的運営方針を踏まえ、図書館サービスその他図書

館の運営に関する適切な指標を選定し、これらに係る目標を設定するととも

に、事業年度ごとに、当該事業年度の事業計画を策定し、公表するよう努める

ものとする。 

３ 市町村立図書館は、基本的運営方針並びに前項の指標、目標及び事業計画

の策定に当たっては、利用者及び住民の要望並びに社会の要請に十分留意す

るものとする。 

 

（二）運営の状況に関する点検及び評価等 

１ 市町村立図書館は、基本的運営方針に基づいた運営がなされることを確

保し、その事業の水準の向上を図るため、各年度の図書館サービスその他図書

館の運営の状況について、(一)の 2 の目標及び事業計画の達成状況等に関し

自ら点検及び評価を行うよう努めなければならない。 

２ 市町村立図書館は、前項の点検及び評価のほか、当該図書館の運営体制の

整備の状況に応じ、図書館協議会（法第十四条第一項に規定する図書館協議会

をいう。以下同じ。）の活用その他の方法により、学校教育又は社会教育の関

係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者、図書館の事業に関して学識経験

のある者、図書館の利用者、住民その他の関係者・第三者による評価を行うよ

う努めるものとする。 

３ 市町村立図書館は、前二項の点検及び評価の結果に基づき、当該図書館の

運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 市町村立図書館は、第一項及び第二項の点検及び評価の結果並びに前項

の措置の内容について、インターネットその他の高度情報通信ネットワーク

（以下「インターネット等」という。）をはじめとした多様な媒体を活用する

こと等により、積極的に公表するよう努めなければならない。 

 

 


